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公益財団法人北海道環境財団

　理 事 長　　大　原　　雅　　様

〇令和 〇 日

年1961

環境　一郎

東京都

（昭和36 年 1 月 1 日）

千代田区みどり町１丁目

〇〇-〇〇番

年 〇

事業番号

申請者名

申 請 者 郵 便 番 号

住 所

生 年 月 日 1

100 - 0013

（ふりがな）

氏 名 等

日

環境　一郎

月 1

月

かんきょう　いちろう

都道府県 市区町村以降市区町村以降
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1 戸建住宅

1.申請書様式一式の記入例

交付申請書（様式第１）（１／２）

申請日を入力してください。

※公募期間内の日付でなければ、受理されないので

ご注意ください。

戸建

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（既存住宅の断熱リフォーム支援事業）

交付申請書（令和８年６月公募 居間だけ断熱）

・住所は都道府県から入力してください。

・氏名等について
個人の場合は住民票のとおりに左詰めで入力してく
ださい。（法人の場合は、法人名・役職名・代表者
氏名を左詰めで入力してください。） 姓と名の間に
全角スペースを入れてください。

・生年月日は西暦で入力してください（下段に和暦が
表示されます）。（法人の場合は入力不要です。）

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（既存住宅の断熱リフォーム支援事業）交付規程（以下

「規程」という。）第５条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請します。

なお、交付決定を受けて補助事業を実施する際には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和

３０年政令第２５５号）及び規程の定めるところに従います。



↓連絡窓口担当者がいない場合は必ず入力してください。

交付申請時に所有者の同意書を提
出すること。

居住 □

工事対象
住宅の住所

居住区分

□ 無

300,000

他の補助金等
への申請

（

有

（

 円（税抜)

）

有にチェックされた方へ

補助金を重複して受け取れない場合があるので注意するこ

と。

）

）

（

１.申請者情報

電話番号 （ 〇〇

記

）

申請者名 環境　一郎

〇〇〇〇
緊急連絡先
（携帯等）

（

〇

担当者 @

住　所

〇 〇

103

□□□□電話番号 （ □□ ） □□□□

連絡窓口　担当者情報

連絡窓口 ■ 有
申請者は、以下の者を連絡窓口として指定する。
←連絡窓口が有の場合は、左の「有」にチェックを入れ、担当者情報を入力してください。

－

月年月 〇

0000

年

■

築年数

（

■

令和 〇

北海　花子

４.事業期間

着工予定日

所有区分

居住予定

〇〇〇〇〇〇（〇〇区）

■

交付申請時に住民票を提出するこ
と。

実績報告時に住民票を提出するこ
と。

交付申請時に親族の住
民票を提出すること。

申請又は申請予定の
補助金等の名称

中央区 北４条西４丁目１番地

□□□

会社名 株式会社　北海財団 所　属 中央支店　設計部

令和 〇

東京都

日 日
事業完了
予定日

〒

□□□□

年

E-mail

－

東京都

□ 親族が居住 □ 賃貸

〇〇〇〇 〇〇〇〇

@〇〇

千代田区 みどり町１丁目〇〇-〇〇番

所有 □

〇〇〇〇E-mail

２.工事対象住宅の情報

ＦＡＸ番号 〇〇〇〇 －

ＦＡＸ番号 （ □□ ） □□□□ － □□□□

－〇〇 ） 〇〇〇 )

□
買取
再販

■ 戸建住宅

所有予定 □ 親族が所有

建物登記事項証明書の所有者と同じである
ことを確認すること。ただし、賃貸の場合
は実績報告時に建物登記事項証明書を提出
すること。

実績報告時に建物登記事項証明書を提
出すること。

３.補助金交付申請額

住宅区分

〒 100 － 0013

買取再販事業者
交付申請時に商業登記簿等を提出すること。
←工事対象住宅を販売することを前提として申請する買取再販事業者の場合、チェックを入れてください。

〇〇〇〇－〇〇〇〇

□

都道府県 市区町村 町名番地

都道府県 市区町村 町名番地
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交付申請書（様式第１）（２／２） 戸建

申請者の連絡先情報を
入力してください。

改修工事をする住宅の住所を、住居表示で入力してください。

各区分を選択して
ください。

総括表の「補助金交付申請額 (D)」が
自動計算で転記されます。

他の補助金への申請が有る場合は、正式名称と申請先を記載してください。

申請日から１カ月半～ 2カ月以降の日
付を入力してください。

完了報告期限前で、工事完了予定日又は支払い完了
予定日のどちらか遅い方を入力してください。

連絡が取れ、問合せ・修正等に対応できる担当者の情報を入力してください。

〇〇
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暴力団排除に関する誓約事項（別紙 1） 戸建

申請書の提出をもって同意したとみなしますので、
内容をよく確認してください。



【戸建】定型様式１ 事業番号

申請者名

＜改修する部屋の面積について＞

㎡（小数点第２位まで、３位切捨て）

＜補助金交付申請額の算出＞　
※「明細書」を先に入力すること

【高性能建材】
・明細書にある＜補助対象経費の算出＞を基に、補助対象経費の合計を下表に入力すること。

↓【様式１　交付申請書】の「3．補助金交付申請額」に転記

見積書の補助対象経費より低い

□ 見積書の補助対象経費より高い

①見積書の補助対象経費を総括表の該当する箇所に入力すること

②見積書を提出すること

環境　一郎

計 300,000

高性能建材の補助対象経費合計（Ａ） 計 900,840 円

＜明細書で建材ごとに算出された上記、補助対象経費について＞
※該当する項目を選び、□を■にすること。

■

　　補助金交付申請額（D） 300,000 円

玄関ドア 計 150,000 円

　　　　　　　　 補助率による計算（Ｂ） [（Ａ）／３]
※１，０００円未満切捨て

円

断熱材（オプション） 計 151,440 円

　　　　　　高性能建材の適用補助算定額（C）

※（B)又は120万円のいずれか低い金額
計 300,000 円

建材名 補助対象経費（円）

窓 計 599,400 円

総括表

改修する部屋等の面積の合計 62.10
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総括表（定型様式 1） 戸建

改修する部屋の面積の合計を直接入力してください。

明細書で算出された補助対象経費が、自動で
転記されます。

補助対象・対象外経費については、財団
ホームページの「よくあるご質問」を参照
してください。

の金額のうち 、 建材ごと に、明細書で算
出された補助対象経費と見積書の補助対象経費
を比較してください。低い方が上限額となりま
す。 見積書の補助対象経費の方が低い場合
は、その金額を直接入力してください。



【戸建】定型様式２ 事業番号

申請者名

・窓番号は平面図との整合性をとって入力すること。 ※複数枚に及ぶ場合

…自動計算 …申請者入力欄 （ ／

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

＜補助対象経費の算出＞

㎡ 円 円

㎡ 円 円

㎡ 円 円

㎡ 円 円

㎡ 円 円 円

円

環境　一郎

明細書【窓】

ページ）

窓サイズ（mm） 面積（㎡）
(ａ)

窓数
(ｂ)

面積計
(ａ)×(ｂ)幅（W) 高さ（H)

改修工法
カバー工法窓取付

外窓交換

　下記製品に使用する複層ガラスの中空層の厚さは、財団の専用ページで公表されている最小中空層の厚さを満たしている。 ■

平面図の
窓番号

登録番号 メーカー名
製品名

（シリーズ名）
グレード

1,170 1.97 1 1.97

AW-2 M991A02422 株式会社〇〇 〇〇〇〇〇 M2 1,690

AW-1 M991A02421 株式会社〇〇 〇〇〇〇〇 M1 1,690

2,030 3.43 1 3.43

2.31

AW-4 M991A02422 株式会社〇〇 〇〇〇〇〇 M2 730 770 0.56 1 0.56

AW-3 M991A02422 株式会社〇〇 〇〇〇〇〇 M2 1,690 1,370 2.31 1

計 4 8.27

窓サイズ（mm） 面積（㎡）
(ａ)

窓数
(ｂ)

面積計
(ａ)×(ｂ)幅（W) 高さ（H)

改修工法 内窓取付

　下記製品に使用する複層ガラスの中空層の厚さは、財団の専用ページで公表されている最小中空層の厚さを満たしている。 ■

平面図の
窓番号 登録番号 メーカー名

製品名
（シリーズ名）

グレード

1,200 2.04 1 2.04

PW-2 M026AB2345 株式会社〇〇 〇〇〇〇〇 M5 1,650

PW-1 M026AB2345 株式会社〇〇 〇〇〇〇〇 M5 1,700

1,150 1.89 1 1.89

0.56PW-3 M026AB2345 株式会社〇〇 〇〇〇〇〇 M5 980 580 0.56 1

計 3 4.49

補助対象経費の合計（円）

外窓交換
・

カバー工
法

M1 1.97 ｘ 60,000 118,200

464,700 円
M2

改修工法 グレード 施工面積（㎡） ｘ 補助単価（円） 補助対象経費（円）

6.30 ｘ 55,000 346,500

M3 ｘ 50,000

134,700 134,700
窓の補助対象経費合計 599,400

M4 ｘ 40,000

内窓取付 M5 4.49 ｘ 30,000
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明細書（定型様式 2） 窓 戸建

窓番号は、平面図と整合を
とって入力してください。

窓番号は、平面図と整合をとって
入力してください。

使用する製品の「ガラスの中空層の厚さ」が、財団の補助対象製品ごと
に設定されている「最小中空層」以上であることを確認してください。
最小中空層を満たさない場合は、補助対象となりません。

財団に登録されているメーカー名・製品名を、省略せずに
入力してください。勝手口ドア・テラスドアの場合は、登
録製品名に「勝手口ドア」「テラスドア」の名称があるも
のを使用してください。採風タイプの場合は、登録製品に
「採風」の名称があるものを使用してください。

サッシ寸法を
入力してください。

財団に登録されているメーカー名・製品名を、
省略せずに入力してください。

最小中空層を満たさない場合は、補助対象となりません。

上記の明細書をもとに、
自動計算されます。

行が足りない場合は、行の挿入ではなく、 シートごとコピー
してください。申請に使用しないシートも削除しないでください。
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明細書（ 定型様式2）   玄関ドア 戸建

上記の明細書をもとに、自動計算
されます。

断熱性能がわかる記号（ D2、 K3等）
又は熱貫流率を入力してください。

ドア本体の形状やデザインが確認
できる番号を入力してください。

公募要領P10に記載のA～Cのうち
該当する要件を選択してくださ
い。

見積書の補助対象経費（製品代及
び工事費）を入力してください。



【戸建】定型様式2 事業番号

申請者名

・求積表番号は求積表との整合性をとって入力してください。 ※複数枚に及ぶ場合
（ ／

…自動計算 …申請者入力欄

■オプション（外皮以外）

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

※吹込・吹付を申請する場合のみ、以下に財団に登録された指定施工業者情報を入力してください。

＜補助対象経費の算出（外皮以外）＞

㎡ 円 円

㎡ 円 円

㎡ 円 円

㎡ 円 円

㎡ 円 円

㎡ 円 円

円

円

72,840 円

ｘ

施工箇所

ｘ

施工箇所

間仕切天井

合計 151,440

78,600

78,600
ｘ

間仕
切
壁

北,東 D1 13.1 ｘ 6,000

ｘ

補助単価（円） 補助対象経費（円） 補助対象経費の合計（円）

間仕
切

天井

A,B D3 18.21 ｘ 4,000 72,840

部位
求積表
番号

グレード 施工面積（㎡） ｘ

〇〇〇

間仕切壁 施工業者名 支店名

〇〇〇〇〇〇〇 支店名施工業者名

D3 0.040 100 2.5 2.5

間仕
切
壁

北,東 吹込・吹付以外 DABCD21PE1 △△△株式会社 △△△△△ D1 0.020 45 2.2 2.2 13.10

熱伝導率
（λ値）

厚み
(mm)

熱抵抗値
（R値）

合計
熱抵抗値

施工面積
（㎡）

間仕
切

天井

A,B 吹込・吹付 DXYZA11GB3 株式会社△△△ 18.21△△△△△△△△△

環境　一郎

明細書　【断熱材・オプション】

ページ）

部位
求積表
番号

種別 登録番号 メーカー名 製品名 グレード

既存住宅の断熱リフォーム支援事業
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明細書（定型様式 2） オプション断熱 戸建

行が足りない場合は、行の挿入ではなく、 シートごとコピー
してください。申請に使用しないシートも削除しないでください。

補助対象経費は上記の明細書をもとに自動計算されます。

求積表と整合を図り、製品・
仕様が同じものは１行にまと
めて入力してください。

公募要領P9の３ )の性能値を
満たしているか確認してくだ
さい。

求積表で求めた施工面積を
入力してください。

使用する製品の厚みを入力して
ください。吹込・吹付以外は
製品ごとに設定厚を確認してく
ださい。

吹込み・吹付の製品を使用する場合は製品ごとに、財団
に登録された指定施工業者情報を 入力してください。
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誓約書（定型様式 3） 戸建

公益財団法人 北海道環境財団 

 理 事 長   大原  雅 様 

 

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（既存住宅の断熱リフォーム支援事業） 

誓 約 書 

 

私は、公益財団法人北海道環境財団（以下「財団」という。）に対して、補助金の交付申請時、補助事業の実施期間内及び完了後
においても、下記の事項について誓約いたします。 
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、一切異議は申し立てません。 

 
１. 交付申請 

申請者（手続代行者がいる場合は手続代行者も含む）は、本事業の交付規程及び公募要領の内容を全て了解している。 
ただし、財団が審査した結果、補助金の交付対象にならない場合があることを承知している。 
また、申請者（手続代行者がいる場合は手続代行者も含む）は、提出前に必ず申請書をコピーし、控えている。 
 

２. 暴力団排除 
暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意している。 
 

３. 交付決定前の事業着手の禁止 
交付決定通知書を受領する前に本事業の契約又は工事に着手した場合には、補助金の交付対象とならないことを了承している。 

 
４. 重複受給の禁止 

他の国庫補助金等を重複して受給してはならないことを理解している。 
 
５. 申請の無効 

申請書及び添付書類一式について責任をもち、虚偽、不正の記入が一切ないことを確認している。 
万が一、違反する行為が発生した場合の罰則等を理解し、了承している。 

 
６. 個人情報の利用 

財団が取得した個人情報等については、申請に係る事務処理に利用する他、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第 
５７号）に基づいた上で、財団が開催するセミナー、シンポジウム、本事業の効果検証のための調査・分析、財団が作成するパ
ンフレット・事例集、国が行うその他調査業務等に利用されることがあり、その場合、国が指定する外部機関に個人情報等が提
供されることに同意している。また、本情報が同一の設備等に対し、国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用
されることに同意している。 

 
７. 高性能建材の補助対象経費の上限額 

補助単価を用いて算出した補助対象経費は、補助対象となる高性能建材の導入費用（見積書による補助対象製品の購入費・取 
付費及びその取付に必要な部材と取付費等）を上限額とする。 

 
８. 申請内容の変更及び取下げ 

交付決定後に申請内容に変更の可能性が生じた場合には、財団に速やかに報告することを了承している。 
また、交付決定通知書に記載された補助金の額は上限額であり変更内容によっては減額になる場合があることを了承している。 
万が一、違反する行為が発生した場合は、財団の指示に従い申請書の取下げを行うことに同意している。 

 
９. 現地調査等の協力 

補助事業が事業の目的に適して公正に実施されているかを判断するための現地調査等に協力することを了承している。 
 
１０.事業の不履行等 

申請者及び補助事業者、手続代行者が財団に連絡及び書類の修正を怠ったことにより、事業の不履行等が生じ審査が継続でき 
ないと財団が判断した場合は、申請を無効とする場合があることを理解し、了承している。 

 
１１.免責 

財団は、申請者、手続代行者、施工会社等の間で生じる問題に関して関与しないことを了承している。 
また、区分所有者全員で構成される団体等の内部で生じる問題についても同様とする。 

 
１２.事業の内容変更、終了 

財団は、国との協議に基づき、本事業を終了、又はその制度内容の変更を行うことができることを承知している。 
 
１３.使用状況の報告 

本事業終了後、補助事業者（居住者等）は２年間、財団が定めるエネルギー使用状況の報告（定期アンケート）を行う義務が 
あることを承知している。また、申請内容に変更がある場合は、財団へ連絡することを承知している。 

 
上記を誓約し、申請内容に間違いがないことを確認した上で署名します。 

  年   月   日   
 （自署）                         

申請者 氏名                                       

誓約書の内容を確認の上、 自署
してください。 公募開始日以降の日付

○○ ○○

令和○ ○ ○



��
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２.平面図の作成例

改修する居室：居間・食堂、書斎、子供室、洗面脱衣室、ホール２

改修する窓・玄関ドアだけでなく、改修しない窓や階段、扉等も明示してください。

（改修しないフロアの図面は不要です）

なお、改修箇所に窓番号を付番してください。

1階平面図

AW-1

AW-3

AW-2

PW-1 PW-2

2階平面図

AW-4

PW-3

勝手口ドア（改修しない場合は記載すること ）

【 注意事項】
１階

２階

間仕切りが無く、 平面で繋がっている居室等は同一
空間とみなし、居間に含まれます。
（右図の場合、台所と階段下収納）

また、間仕切りが無く、 空間で繋がっている居室等
の窓の改修は必須ではありません。
（右図の場合、ホール１）

※トータル断熱とは要件が異なります。
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3.各部位の施工面積の求め方（オプション断熱）

・ 間仕切壁等（オプション断熱）に断熱材を施工する場合の施工面積の求め方及び求積図・求積表は

以下の例を参照してください。

・ 求積図・求積表は部位ごとに作成してください。

・ オプション断熱は居間の間仕切壁等のみが対象です。

・ 方位を示してください。

① 間仕切天井 施工面積

〈 施工面積求積図〉

② 間仕切壁 施工面積

〈 施工面積求積図〉

〈 施工面積求積表〉

〈 施工面積求積表〉

間仕切天井施行面積：18.21㎡

間仕切壁施行面積：13. 1㎡



公益財団法人北海道環境財団

　理 事 長　　大　原　　雅　　様　　　　　　　

〇 日月

（昭和36 年 1 月 1 日）

（ふりがな）かんきょう　いちろう

氏 名 等 環境　一郎

生 年 月 日 1961

事業番号

申請者名

令和 〇 年 〇

環境　一郎

申 請 者 郵 便 番 号 100 - 0013

住 所
東京都 千代田区みどり町２丁目

みどりマンション〇〇号室

年 1 月 1 日

都道府県 市区町村以降

建物名・号室

都道府県 市区町村以降

建物名・号室

��
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申請日を入力してください。

※公募期間内の日付でなければ、受理されないので

ご注意ください。

交付申請書（様式第１）（１／２） 集個

２ 集合住宅（個別）

1.申請書様式一式の記入例

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（既存住宅の断熱リフォーム支援事業）

交付申請書（令和８年６月公募 居間だけ断熱）

・住所は都道府県から入力してください。

・氏名等について
個人の場合は住民票のとおりに左詰めで入力してく
ださい。（法人の場合は、法人名・役職名・代表者
氏名を左詰めで入力してください。） 姓と名の間に
全角スペースを入れてください。

・生年月日は西暦で入力してください（下段に和暦が
表示されます）。（法人の場合は入力不要です。）

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（既存住宅の断熱リフォーム支援事業）交付規程（以下

「規程」という。）第５条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請します。

なお、交付決定を受けて補助事業を実施する際には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和

３０年政令第２５５号）及び規程の定めるところに従います。



↓連絡窓口担当者がいない場合は必ず入力してください。

連絡窓口　担当者情報

連絡窓口 ■ 有
申請者は、以下の者を連絡窓口として指定する。
←連絡窓口が有の場合は、左の「有」にチェックを入れ、担当者情報を入力してください。

）

（ ）

みどり町２丁目

みどりマンション〇〇号室

居住区分

■

住宅区分

ＦＡＸ番号 （ 〇〇

千代田区

■ 集合住宅（個別） 築年数

他の補助金
等

への申請

□ 無

２.工事対象住宅の情報

〒 100 － 0013

東京都

■ 有

工事対象
住宅の住所

所有区分

■ 所有 □ 所有予定

建物登記事項証明書の所有者と同じである
ことを確認すること。ただし、賃貸の場合
は実績報告時に建物登記事項証明書を提出
すること。

実績報告時に建物登記事項証明書を提
出すること。

〇〇 @ 〇〇〇〇

〇〇〇 〇〇〇〇 － 〇〇〇〇

□ 親族が所有

１.申請者情報

申請者名 環境　一郎

電話番号 （ 〇〇 ） 〇〇〇〇 E-mail－ 〇〇〇〇

□ 買取再販事業者 交付申請時に商業登記簿等を提出すること。
←工事対象住宅を販売することを前提として申請する買取再販事業者の場合、チェックを入れてください。

年

緊急連絡先
（携帯等）

（ )） 〇〇〇〇 － 〇〇〇〇

中央支店　設計部

□□□ @ □□□□

103 － 0000

東京都 中央区 北４条西４丁目１番地

会社名 株式会社　北海財団 所　属

担当者 北海　花子 E-mail

住　所

〒

□□□□ ＦＡＸ番号 （ □□ ） □□□□ － □□□□電話番号 （ □□ ） □□□□ －

記

交付申請時に親族の住
民票を提出すること。

〇 月 〇 日 月令和 〇 年

４.事業期間

着工予定日 年 〇令和 〇
事業完了
予定日

〇 日

交付申請時に所有者の同意書を提
出すること。

３.補助金交付申請額 117,000  円（税抜)

（

有にチェックされた方へ

補助金を重複して受け取れない場合があるので注意すること

（

居住 □ 居住予定 □

）

申請又は申請予定の
補助金等の名称

〇〇〇〇〇〇（〇〇区）

賃貸 □
買取
再販

親族が居住 □

交付申請時に住民票を提出するこ
と。

実績報告時に住民票を提出するこ
と。

都道府県 市区町村 町名番地

建物名・号室

都道府県 市区町村 町名番地都道府県 市区町村 町名番地都道府県 市区町村 町名番地

既存住宅の断熱リフォーム支援事業

14

交付申請書（様式第１）（２／２） 集個

申請者の連絡先情報を入力してください。

改修工事をする住宅の住所を、住居表示で入力してください。

総括表の「補助金交付申請額 (E)」が
自動計算で転記されます。

他の補助金への申請が有る場合は、正式名称と申請先を記載してください。

申請日から１カ月半～ 2カ月以降の日
付を入力してください。

完了報告期限前で、工事完了予定日又は支払い完了
予定日のどちらか遅い方を入力してください。

連絡が取れ、問合せ・修正等に対応できる担当者の情報を入力してください。

各区分を選択し
てください。
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暴力団排除に関する誓約事項（別紙 1） 集個

申請書の提出をもって同意したとみなしますので、
内容をよく確認してください。
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総括表（定形様式１） 集個

改修する部屋の面積の合計を直接入力してください。

明細書で算出された補助対象経費が、自動で
転記されます。

の金額のうち 、 建材ごと に、明細書で算
出された補助対象経費と見積書の補助対象経費
を比較してください。低い方が上限額となりま
す。 見積書の補助対象経費の方が低い場合
は、その金額を直接入力してください。

補助対象・対象外経費については、財団
ホームページの「よくあるご質問」を参照
してください。
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明細書（定型様式 2）窓 集個

上記の明細書をもとに、自動計算さ
れます。

行が足りない場合は、行の挿入ではなく、 シートごとコピー
してください。申請に使用しないシートも削除しないでください。

窓番号は、平面図と整合を
とって入力してください。

財団に登録されているメーカー名・製品名を、省略せずに
入力してください。勝手口ドア・テラスドアの場合は、登
録製品名に「勝手口ドア」「テラスドア」の名称があるも
のを使用してください。採風タイプの場合は、登録製品に
「採風」の名称があるものを使用してください。

サッシ寸法を
入力してください。

使用する製品の「ガラスの中空層の厚さ」が、財団の補助対象製品ごと
に設定されている「最小中空層」以上であることを確認してください。
最小中空層を満たさない場合は、補助対象となりません。
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明細書（定型様式 2）玄関ドア 集個

上記の明細書をもとに、自動計算
されます。

断熱性能がわかる記号（ D2、 K3等）
又は熱貫流率を入力してください。

ドア本体の形状やデザインが確認
できる番号を入力してください。

公募要領P9に記載のA～Cのうち
該当する要件を選択してください。

見積書の補助対象経費（製品代及
び工事費）を入力してください。
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誓約書（定型様式 3） 集個

公益財団法人 北海道環境財団 

 理 事 長   大原  雅 様 

 

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（既存住宅の断熱リフォーム支援事業） 

誓 約 書 

 

私は、公益財団法人北海道環境財団（以下「財団」という。）に対して、補助金の交付申請時、補助事業の実施期間内及び完了後
においても、下記の事項について誓約いたします。 
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、一切異議は申し立てません。 

 
１. 交付申請 

申請者（手続代行者がいる場合は手続代行者も含む）は、本事業の交付規程及び公募要領の内容を全て了解している。 
ただし、財団が審査した結果、補助金の交付対象にならない場合があることを承知している。 
また、申請者（手続代行者がいる場合は手続代行者も含む）は、提出前に必ず申請書をコピーし、控えている。 
 

２. 暴力団排除 
暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意している。 
 

３. 交付決定前の事業着手の禁止 
交付決定通知書を受領する前に本事業の契約又は工事に着手した場合には、補助金の交付対象とならないことを了承している。 

 
４. 重複受給の禁止 

他の国庫補助金等を重複して受給してはならないことを理解している。 
 
５. 申請の無効 

申請書及び添付書類一式について責任をもち、虚偽、不正の記入が一切ないことを確認している。 
万が一、違反する行為が発生した場合の罰則等を理解し、了承している。 

 
６. 個人情報の利用 

財団が取得した個人情報等については、申請に係る事務処理に利用する他、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第 
５７号）に基づいた上で、財団が開催するセミナー、シンポジウム、本事業の効果検証のための調査・分析、財団が作成するパ
ンフレット・事例集、国が行うその他調査業務等に利用されることがあり、その場合、国が指定する外部機関に個人情報等が提
供されることに同意している。また、本情報が同一の設備等に対し、国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用
されることに同意している。 

 
７. 高性能建材の補助対象経費の上限額 

補助単価を用いて算出した補助対象経費は、補助対象となる高性能建材の導入費用（見積書による補助対象製品の購入費・取 
付費及びその取付に必要な部材と取付費等）を上限額とする。 

 
８. 申請内容の変更及び取下げ 

交付決定後に申請内容に変更の可能性が生じた場合には、財団に速やかに報告することを了承している。 
また、交付決定通知書に記載された補助金の額は上限額であり変更内容によっては減額になる場合があることを了承している。 
万が一、違反する行為が発生した場合は、財団の指示に従い申請書の取下げを行うことに同意している。 

 
９. 現地調査等の協力 

補助事業が事業の目的に適して公正に実施されているかを判断するための現地調査等に協力することを了承している。 
 
１０.事業の不履行等 

申請者及び補助事業者、手続代行者が財団に連絡及び書類の修正を怠ったことにより、事業の不履行等が生じ審査が継続でき 
ないと財団が判断した場合は、申請を無効とする場合があることを理解し、了承している。 

 
１１.免責 

財団は、申請者、手続代行者、施工会社等の間で生じる問題に関して関与しないことを了承している。 
また、区分所有者全員で構成される団体等の内部で生じる問題についても同様とする。 

 
１２.事業の内容変更、終了 

財団は、国との協議に基づき、本事業を終了、又はその制度内容の変更を行うことができることを承知している。 
 
１３.使用状況の報告 

本事業終了後、補助事業者（居住者等）は２年間、財団が定めるエネルギー使用状況の報告（定期アンケート）を行う義務が 
あることを承知している。また、申請内容に変更がある場合は、財団へ連絡することを承知している。 

 
上記を誓約し、申請内容に間違いがないことを確認した上で署名します。 

  年   月   日   
 （自署）                         

申請者 氏名                                       ○○ ○○

令和○ ○ ○

誓約書の内容を確認の上、 自署
してください。 公募開始日以降の日付
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２.平面図の作成例

改修する居室： LDK、洋室（２）

改修する箇所に窓番号を付番してください。

AW-1 AW-3AW-2

AD-1



事業番号

申請者名

公益財団法人北海道環境財団

　理 事 長　　大　原　　雅　　様

申 請 者 郵 便 番 号 100 - 0013

（ふりがな）みどりまんしょんかんりくみあい　りじちょう　かんきょう　いちろう

氏 名 みどりマンション管理組合　理事長　環境　一郎

東京都 千代田区みどり町１丁目

みどりマンション〇〇号室

年生 年 月 日 1959 1

月〇 〇 日

住 所

月 1 日

みどりマンション管理組合　理事長　環境　一郎

令和 〇 年

（昭和34 年 1 月 1 日）

責 任 者
所属部署・職

名

氏 名

電 話 番 号

E-mail

みどりマンション管理組合　理事長

環境　一郎

〇〇-〇〇〇〇-〇〇〇〇

〇〇@〇〇〇〇

都道府県 市区町村以降

建物名・号室

都道府県 市区町村以降

建物名・号室
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3 集合住宅（全体）

交付申請書（様式第 1）（１／２）

申請日を入力してください。

住所は都道府県から入力してください。
郵便物が届く住所で、部屋番号まで入力
してください。

姓と名の間に全角スペースを入れてください。

セル内で改行しないでください。

※公募期間内の日付でなければ、受理されないので

ご注意ください。

集全

1.申請書様式一式の記入例

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（既存住宅の断熱リフォーム支援事業）

交付申請書（令和８年６月公募 居間だけ断熱）

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（既存住宅の断熱リフォーム支援事業）交付規程（以下

「規程」という。）第５条の規定により上記補助金の交付について下記のとおり申請します。

なお、交付決定を受けて補助事業を実施する際には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する

法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和

３０年政令第２５５号）及び規程の定めるところに従います。



↓連絡窓口担当者がいない場合は必ず入力してください。

３.補助金交付申請額

複数年度事業 □ 有
複数年度事業「有」の場合は、最終
完了予定日を入力してください。→

連絡窓口　担当者情報

連絡窓口 ■ 有 申請者は、以下の者を連絡窓口として指定する。
←連絡窓口が有の場合は、左の「有」にチェックを入れ、担当者情報を入力してください。

令和 年 月 日

満たしている

東京都

（

（

年

）

北４条西４丁目１番地

満たしていない
又は
証明書類がない

月 〇令和 〇

最終完了
予定日

■ □

17,127,000  円（税抜)

〇 月 〇

□□□□ － ＦＡＸ番号 （ □□□ ） □□□□ － □□□□□□□□

新耐震基準

中央区

他の補助金
等

への申請

■ 無 □ 有

申請又は申請予定の
補助金等の名称

日年

－ 0000

会社名

担当者 北海　花子 E-mail □□□ □□□□

株式会社　北海道硝子

住　所

〒 103

着工予定日 年

４.事業期間

所　属 中央支店　設計部

電話番号 （ □□ ）

〇

@

日
事業完了
予定日

令和 〇

有にチェックされた方へ

補助金を重複して受け取れない場合があるので注意すること

「満たしている」にチェックされた方へ

建築確認済書等の写しまたは耐震基準適合証明書の写しを提出する
こと

□

) 〇〇〇〇

〇〇〇〇

みどりマンション管理組合　理事長　環境　一郎

１.申請者情報

－

（

みどり町１丁目

一棟所有者

２.工事対象住宅の情報

ＦＡＸ番号

）

（

総戸数

）

E-mail 〇〇 @

（ 〇〇

□ 買取再販事業者
交付申請時に商業登記簿等を提出すること。
←工事対象住宅を販売することを前提として申請する買取再販事業者の場合、チェックを入れてください。

棟数 50戸120

〇〇〇〇 －

116

買取再販

〇〇〇〇
緊急連絡先
（携帯等）

東京都 千代田区

） 〇〇〇〇

築年数1

（ 〇〇〇

記

〇〇 ） 〇〇〇〇

申請者名

－ 〇〇〇〇

みどりマンション

棟

管理組合等の代表者(非法人) □申請者区分 ■ 管理組合等の代表者(法人)

住宅区分 ■ 集合住宅（全体）

工事対象
住宅の住所

〒 100 － 0013

□

電話番号

補助対象となる戸数 戸

都道府県 市区町村 町名番地

建物名

都道府県 市区町村 町名番地

都道府県 市区町村 町名番地

建物名

都道府県 市区町村 町名番地
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交付申請書（様式第 1）（２／２） 集全

申請者の連絡先情報を入力してください。

改修工事をする住宅の住所を、住居表示で入力して
ください。
複数棟の申請で、棟により番地等が異なる場合 は、
〇～〇番地や〇～〇棟と入力してください。

申請者区分を選択してください。

他の補助金への申請が有る場合は、正式名称と申請先を記載してください。

新耐震基準を満たしているかを選択してください。
総括表の「補助金交付申請 額(G)」が
自動計算で転記されます。

常時居住する見込みのない住戸は
補助対象住戸にはなりません。

申請日から１カ月半～ 2カ月以降の日
付を入力してください。

完了報告期限前で、工事完了予定日又は支払い完了
予定日のどちらか遅い方を入力してください。

連絡が取れ、問合せ・修正等に対応できる担当者の情報を入力してください。
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暴力団排除に関する誓約事項（別紙 1） 集全

申請書の提出をもって同意したとみなしますので、
内容をよく確認してください。
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総括表（定型様式 1） 集全

様式第１より転記されます。

使用する製品の「ガラスの中空層の厚さ」が、財団の補助対象製品ごと
に設定されている「最小中空層」以上であることを確認してください。
最小中空層を満たさない場合は、補助対象となりません。

明細書で算出された補助対象経費が、自動で
転記されます。

の金額のうち 、 建材ごと に、明細書で算
出された補助対象経費と見積書の補助対象経費
を比較してください。低い方が上限額となりま
す。 見積書の補助対象経費の方が低い場合
は、その金額を直接入力してください。

補助対象・対象外経費については、財団
ホームページの「よくあるご質問」を参照
してください。



＜住戸タイプ毎の申請額の算出＞ …自動計算 …申請者入力欄 ■合計

住戸タイプ数 4

戸数合計 116

※以降は全て「単住戸」当たりの数字を入力すること。

登録番号 グレード 面積（㎡） 窓数 面積（㎡） 窓数 面積（㎡） 窓数 面積（㎡） 窓数 面積（㎡） 窓数 面積（㎡） 窓数計 面積計（㎡）

× =

× =

× =

× =

× =

× =

× =

× =

※以降は全て「単住戸」当たりの数字を入力すること。

登録番号 グレード 面積（㎡） 窓数 面積（㎡） 窓数 面積（㎡） 窓数 面積（㎡） 窓数 面積（㎡） 窓数 面積（㎡） 窓数計 面積計（㎡）

M991A01236 M6 1,720 × 1,740 = 2.99 2 5.98 80 239.20

M991A01236 M6 1,660 × 1,740 = 2.88 1 2.88 2 5.76 68 195.84

M991A01236 M6 1,560 × 1,740 = 2.71 1 2.71 1 2.71 52 140.92

M991A01236 M6 1,560 × 1,300 = 2.02 1 2.02 32 64.64

M991A01236 M6 1,460 × 900 = 1.31 1 1.31 1 1.31 60 78.60

× =

× =

× =

× =

× =

3 7.29 3 6.90 2 4.73 2 5.76 292 719.20

＜工法別の補助対象経費の算出＞

補助単価 施工面積 補助対象経費 施工面積 補助対象経費 施工面積 補助対象経費 施工面積 補助対象経費 施工面積 補助対象経費

30,000 M5

50,000 7.29 364,500 6.90 345,000 4.73 236,500 5.76 288,000 M6 719.20

＜補助対象経費の算出＞ ※以降は全て「単住戸」当たりの数字を入力すること。

商品名（シリーズ名） 断熱仕様 金額[税抜] 枚数 補助対象経費 枚数 補助対象経費 枚数 補助対象経費 枚数 補助対象経費 枚数 補助対象経費 型番別枚数合計 玄関ドア対象住戸合計

玄関〇〇〇〇 AA仕様 175,000 1 150,000 1 150,000 64 116

△△ドア BB仕様 112,000 1 112,000 1 112,000 52株式会社△△ B

メーカー名

〇〇株式会社

適合番号

A

本体型番

AAAA

BBBB

改修工法 　玄関ドア

112,000 112,000 150,000

改修工法 【窓の改修】内窓取付_M5

窓番号
窓サイズ（mm）

幅（W）×高さ（H)

AW-1

AW-2

住戸タイプ別　小計

AW-3

AW-4

改修工法

明細書

住戸タイプ A B C D

戸数 40 20 32 24

窓の補助対象経費 364,500 345,000 236,500 288,000

補助率による計算［（A)/３］（B） 171,500 152,333 116,166 146,000

補助対象経費の合計　（Ａ） 514,500 457,000 348,500 438,000

窓サイズ（mm）
幅（W）×高さ（H)

AW-5

玄関ドアの補助対象経費

■適用補助算定額の合計
　（（C）の合計）

住戸タイプ別　適用補助算定額の小計（C）　（（B）×戸数） 6,860,000 3,046,660 3,717,312 3,504,000 17,127,972

150,000

M5

【窓の改修】カバー工法窓取付_M6

M6

住戸タイプ別　小計

グレード グレード別施工面積合計

窓番号
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明細書（定型様式 2） 集全

行が足りない場合は、行の挿入ではなく、 シートごとコピー
してください。申請に使用しないシートも削除しないでください。

住戸タイプと戸数を、左詰めで
入力してください。

下表の工法別明細から、住戸タイプ
ごとに自動計算されます。

総括表の「補助対象となる戸数」と
一致するか確認してください。

窓番号は平面図と整合をとって入
力してください。

断熱性能がわかる記号（H-2、H-3等）
又は熱貫流率を入力してください。

見積書の補助対象経費（製品代及
び工事費）を入力してください。

ドア本体の形状やデザインが確認
できる番号を入力してください。
適合番号は、公募要領P10に記載のA～Cのう
ち該当する要件を選択してください。

１住戸あたりの窓数を入力してください。

複数年度事業で申請する場合は、
該当のシートに同様に入力してください。
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誓約書（定型様式 3） 集全

公益財団法人 北海道環境財団 

 理 事 長   大原  雅 様 

 

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金 

（既存住宅の断熱リフォーム支援事業） 

誓 約 書 

 

私は、公益財団法人北海道環境財団（以下「財団」という。）に対して、補助金の交付申請時、補助事業の実施期間内及び完了後
においても、下記の事項について誓約いたします。 
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、一切異議は申し立てません。 

 
１. 交付申請 

申請者（手続代行者がいる場合は手続代行者も含む）は、本事業の交付規程及び公募要領の内容を全て了解している。 
ただし、財団が審査した結果、補助金の交付対象にならない場合があることを承知している。 
また、申請者（手続代行者がいる場合は手続代行者も含む）は、提出前に必ず申請書をコピーし、控えている。 
 

２. 暴力団排除 
暴力団排除に関する誓約事項について熟読し、理解の上、これに同意している。 
 

３. 交付決定前の事業着手の禁止 
交付決定通知書を受領する前に本事業の契約又は工事に着手した場合には、補助金の交付対象とならないことを了承している。 

 
４. 重複受給の禁止 

他の国庫補助金等を重複して受給してはならないことを理解している。 
 
５. 申請の無効 

申請書及び添付書類一式について責任をもち、虚偽、不正の記入が一切ないことを確認している。 
万が一、違反する行為が発生した場合の罰則等を理解し、了承している。 

 
６. 個人情報の利用 

財団が取得した個人情報等については、申請に係る事務処理に利用する他、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第 
５７号）に基づいた上で、財団が開催するセミナー、シンポジウム、本事業の効果検証のための調査・分析、財団が作成するパ
ンフレット・事例集、国が行うその他調査業務等に利用されることがあり、その場合、国が指定する外部機関に個人情報等が提
供されることに同意している。また、本情報が同一の設備等に対し、国から他の補助金を受けていないかを調査するために利用
されることに同意している。 

 
７. 高性能建材の補助対象経費の上限額 

補助単価を用いて算出した補助対象経費は、補助対象となる高性能建材の導入費用（見積書による補助対象製品の購入費・取 
付費及びその取付に必要な部材と取付費等）を上限額とする。 

 
８. 申請内容の変更及び取下げ 

交付決定後に申請内容に変更の可能性が生じた場合には、財団に速やかに報告することを了承している。 
また、交付決定通知書に記載された補助金の額は上限額であり変更内容によっては減額になる場合があることを了承している。 
万が一、違反する行為が発生した場合は、財団の指示に従い申請書の取下げを行うことに同意している。 

 
９. 現地調査等の協力 

補助事業が事業の目的に適して公正に実施されているかを判断するための現地調査等に協力することを了承している。 
 
１０.事業の不履行等 

申請者及び補助事業者、手続代行者が財団に連絡及び書類の修正を怠ったことにより、事業の不履行等が生じ審査が継続でき 
ないと財団が判断した場合は、申請を無効とする場合があることを理解し、了承している。 

 
１１.免責 

財団は、申請者、手続代行者、施工会社等の間で生じる問題に関して関与しないことを了承している。 
また、区分所有者全員で構成される団体等の内部で生じる問題についても同様とする。 

 
１２.事業の内容変更、終了 

財団は、国との協議に基づき、本事業を終了、又はその制度内容の変更を行うことができることを承知している。 
 
１３.使用状況の報告 

本事業終了後、補助事業者（居住者等）は２年間、財団が定めるエネルギー使用状況の報告（定期アンケート）を行う義務が 
あることを承知している。また、申請内容に変更がある場合は、財団へ連絡することを承知している。 

 
上記を誓約し、申請内容に間違いがないことを確認した上で署名します。 

年   月   日  
（自署） 

申請者 管理組合名等                          
 
     代表者名等                           

○○マンション管理組合

令和○ ○ ○

理事長 ○○ ○○

誓約書の内容を確認の上、 自署
してください。

公募開始日以降の日付



103 203 303 403 503 603 703 803

106 206 306 406 506 606 706 806

109 209 309 409 509 609 709 809

111 211 311 411 511 611 711

101 201 301 401 501 601 701 801

112 212 312 412 512 612

901 902

102 202 302 402 502 602 702 802

105 205 305 405 505 605 705 805

108 208 308 408

補助対象外住戸　計 0

総計 59

536.16

C-3 67.33 4 269.32

補助対象住戸　計

（うち賃貸住戸　計）

59

（5）
3808.40

2 140.12

C

C-1 66.35 8 530.80

C-2 67.02 8

64.00 7 448.00

B
B-1 70.00 6 420.00

B-2 70.06

A

A-1 60.00 16 960.00

A-2 63.00 8 504.00

A-3

(例)　〇〇マンション　専有面積表

住戸タイプ
住戸の専有面積

(㎡)
住戸数

タイプ計

(㎡)
住戸番号 賃貸明細書

タイプ

面積

タイプ
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4 参考様式の記載例

集合住宅（全体）で申請する場合は、専有面積表を提出が必要です。

以下の記載例を基に、下記の内容がわかるようにしてください。

・住戸タイプ、住戸番号

・各住戸の専有面積

・補助対象戸数と、その内数で賃貸住戸数の合計

賃貸住戸がわかるように明示してください。

賃貸住戸計は、補助対象住戸の内数として
記載してください。

1.専有面積表（集合住宅 全体）
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公募要領による「既設ガラス・窓・断熱材について」に該当する場合に提出が必要です。

下記の様式は例ですが、不明な点があれば財団へ問い合わせてください。

２.建築士による証明書

年 月 日

氏名

対象住居住所

2．既設製品名等

建材の種類

（該当する種類に〇を付けてください）

メーカー名

メーカー製品型番

製品名＊1

断熱材の場合は厚み（mm）

E-kes登録番号＊2

平面図該当番号
＊3

＊1  高性能建材エントリー制度（E-kes）における製品名

＊2  E-kesにおける登録番号

＊3  平面図に既設製品の設置場所を明示（付番すること）し、その番号を記載

上記、対象住居に既設の建材については、

建築士氏名：

建築士登録番号：

※建築士免許の写しを添付すること。

既設建材（ガラス・窓・断熱材）の性能証明

ガラス  ・  窓  ・  断熱材

1．申請者

ガラス  ・  窓  ・  断熱材ガラス  ・  窓  ・  断熱材

1 2 3

欄が足りない場合は適宜追加してください。

同表にある補助対象製品（E-kes）登録番号の製品であることを証明する。

印
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所有者ではない居住者が申請する場合、所有者の同意書の提出が必要です。

下記の様式は例ですが、不明な点があれば財団へ問い合わせてください。

令和  年  月 日 

公益財団法人北海道環境財団
 理事長 大原 雅 様

（自署）

≪所 有 者≫  住 所 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿__ ＿

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 氏 名 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

 申請者との続柄 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（既存住宅 の断熱リフォーム支援事業）

同意書

記

【 同意事項】

１． 私（所有者）は、この度の断熱リフォーム工事を、次の申請者が実施することに同意します。  

≪申 請 者≫ 住 所 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

氏 名 ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿

２． 私（所有者）と申請者は、補助事業で取得した財産について、「二酸化炭素排出抑制対策事業費
等補助金（既存住宅 の断熱リフォーム支援事業）交付規程」等の定めの他、関係する法律の規
定を順守します。  

３． 私（所有者）、申請者、施工会社等の間で生じる問題に関して、財団は関与しないことを了承
します。

必ず、所有者の 自署のある同意書
を提出してください。

３.同意書
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